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午前１０時００分 開会

開 会

○池田保険数理室長 おはようございます。ただいまから食料・農業・農村政策審議会経

営分科会農業共済部会を開会いたします。

私は、本部会の事務局を担当しております経営局保険課保険数理室長の池田でございま

す。よろしくお願いいたします。今回は、９月15日に、経営分科会の持ち回り審議により

まして農業共済部会が設置されて初めての会合となりますので、部会長が選出されるまで

の間、私が司会進行を担当させていただきます。よろしくお願いいたします。

出席委員数及び部会成立の確認

○池田保険数理室長 さて、ただいま申し上げましたとおり、農業共済部会が設置された

ことに伴いまして、前川経営分科会長から本部会に所属いただく委員及び臨時委員のご指

名がありました。これにより、本部会の定数が委員及び臨時委員を合わせまして７名とな

っておりますが、新山委員につきましては、本日、ご都合によりご欠席でございます。現

在、５名の委員にご出席いただいておりますけれども、安倍委員におかれましては電車の

遅延で遅れられるという連絡を承っております。したがいまして、５名でございますが、

安倍委員を含めて６名で、所属委員の３分の１以上のご出席ということで、食料・農業・

農村政策審議会令第９条第１項の規定に基づきまして、本部会が成立しておりますことを

ご報告いたします。

出席委員及び事務局の紹介

○池田保険数理室長 次に、本日ご出席の皆様をご紹介させていただきます。お手元にお

配りしております資料３がありますが、この委員等名簿に従いましてご紹介をさせていた

だきます。

まず、前川委員でいらっしゃいます。

○前川委員 前川でございます。

○池田保険数理室長 よろしくお願いいたします。
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次に大木委員でいらっしゃいます。

○大木委員 大木でございます。よろしくお願いいたします。

○池田保険数理室長 よろしくお願いします。

、 。 、 。続いて 臨時委員のご紹介をさせていただきます まず 桑田委員でいらっしゃいます

○桑田委員 桑田でございます。よろしくお願いします。

○池田保険数理室長 酒井委員でいらっしゃいます。

○酒井委員 酒井でございます。よろしくお願いします。

○池田保険数理室長 永木委員でいらっしゃいます。

○永木委員 永木でございます。よろしくお願いします。

○池田保険数理室長 よろしくお願いいたします。

引き続きまして、農林水産省の出席者の紹介に移らせていただきます。まず、實重経営

局担当参事官でございます。

○實重参事官 實重でございます。よろしくお願いいたします。

○池田保険数理室長 村上保険課長でございます。

○村上保険課長 村上でございます。よろしくお願いします。

○池田保険数理室長 信太保険監理官でございます。

○信太保険監理官 信太でございます。よろしくお願いいたします。

○池田保険数理室長 小林保険課技術総括でございます。

○小林技術総括 小林です。よろしくお願いいたします。

○池田保険数理室長 そして、鈴木保険課課長補佐でございます。

○鈴木保険課課長補佐 鈴木です。よろしくお願いいたします。

○池田保険数理室長 出席者につきましては、後ほど安倍委員がいらっしゃいますが、以

上でございます。

会議の公開の確認

○池田保険数理室長 第３番目に、議事の運営でございますが、食料・農業・農村政策審

議会議事規則第３条第２項の規定によりまして、審議会は公開が原則となっておりますの

で、本部会につきましても公開といたしまして、傍聴を希望される方につきましては、事

前に申し込みいただき、本日お見えになっておられます。
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なお、資料、議事録等につきましても公開することになっておりますので、ご了承くだ

さい。

資料の確認

○池田保険数理室長 また、お手元に資料をお配りしておりますが、資料一覧を見ていた

だきまして、これにありますとおり、資料１から資料10まで、また後ろの方にＡ３判で付

属資料という形で１から４までとなっております。恐れ入りますが、ご確認いただきまし

て、不足しているものがありましたらお申しつけいただきたいと思います。よろしゅうご

ざいますでしょうか。

實重経営局担当参事官挨拶

、 、 、○池田保険数理室長 それでは 前段が長くなってしまいましたが 開会に当たりまして

實重経営局担当参事官からごあいさつを申し上げます。

○實重参事官 本日はご参集いただきましてありがとうございました。大変お忙しい中、

。 。恐縮でございます 10月１日付けで経営局の参事官を拝命いたしました實重でございます

よろしくお願いいたします。食料・農業・農村政策審議会経営分科会農業共済部会の開催

に当たりまして一言ごあいさつを申し上げます。

委員の皆様方におかれましては、ご多用のところご参集いただき厚くお礼申し上げる次

第でございます。本年の災害の発生状況についてみますと、６月下旬からの梅雨前線の豪

雨、それから９月17日に長崎県に上陸いたしました台風13号などによりまして、農作物な

どへの被害が発生しております。被災された方々には、この場を借りまして心からお見舞

い申し上げる次第でございます。

農業共済関係では、これらの被害に伴いまして、被災された農業者の方々の経営を支援

するという観点から、農業共済団体などに経営局長通知を発出いたしました。迅速・的確

に損害評価を行って、早期に共済金を支払うように指導しているところでございます。今

後とも適切に対応してまいりたいと考えております。

次に、最近の農政の動きについてでございますが、委員の皆様方、ご案内のとおりでご

ざいまして、いわゆる担い手経営安定新法が去る６月に公布されております。平成19年産
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から、意欲と能力のある担い手の方々に対象を限定いたしまして、その経営の安定を図る

ということで、品目横断的経営安定対策が導入されることになりました。９月１日から、

19年産の秋蒔きの麦の作付けに伴う加入の申請が始まっております。今、ちょうど戦後農

政の大転換になる新しい経営安定対策が、具体的に動き出したところでございます。この

秋蒔き麦の加入申請につきましては、９月１日から始まりまして11月の末日まで受付をす

るということになっておりますけれども、９月29日段階では、既に566の経営体の方が加

入されておられます。

農業災害補償制度との関係、この担い手対策との関係で申しますと、担い手経営安定新

法ができましたので、これに基づきまして、担い手に交付される交付金がございます。こ

の交付金の中で、担い手の販売収入の減少に応じて支払われる交付金がございます。これ

、 、 、はいわゆる収入減少影響緩和交付金 このように申しますけれども 価格変動に合わせて

価格が下がったときに補填される交付金でございますが、これと、農業共済との関係を整

理しないといけないという観点がございます。去る８月２日に開催された経営分科会にお

きまして、皆様にご議論いただいたところでございまして、農業災害補償制度によって補

填をする、この部分と重複が生じないように調整されることとなりました。すなわち、災

害によって起こる減収に対しては、共済金が既に支払われたものと見なしまして、それ以

外の部分について、収入が減少したときにその影響を緩和する交付金を交付する、このよ

うに整理したところでございます。

改めて申し上げるまでもございませんが、我が国は大変自然災害が多い国でございます

ので、多くの農作物、家畜などを対象とする農業災補償制度は災害対策の根幹でございま

す。同時に、農業経営のセーフティネットという意味で重要な役割を果たすことが求めら

れております。このため、農業災害補償制度の一層の充実を図るという観点から、８月末

に財政当局に対して19年度概算要求を提出しております。その中で、ばれいしょ、大豆の

補填割合の引き上げ、あるいは共済目的へのそばなどの追加、こういったようなことを所

要の制度改正事項として盛り込んでおります。今後とも、本制度の円滑な普及、適切な運

用に努めてまいりたいと考えております。

本日は、果樹共済、それから畑作物共済につきまして、共済掛金標準率の算定方式につ

いてご審議をいただきます。諮問事項の共済掛金標準率の算定方式につきましては、農業

者から納入していただく掛金の額を決める基本となるものでございます。よろしくご審議

のほどをお願い申し上げます。
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最後に、委員の皆様方におかれましては、引き続き農業災害補償制度の発展にご支援、

ご協力を賜りますようお願い申し上げ、またお礼を申し上げて、私のごあいさつとさせて

いただきます。よろしくお願いいたします。

部会長選出

○池田保険数理室長 それでは、議事を進行させていただきます。

冒頭に申し上げましたとおり、本日は委員が選任されて初めての部会でありますので、

まず、部会長を選出していただく必要がございます。食料・農業・農村政策審議会令第７

条第３項の規定によりまして、部会長は部会に属する委員の互選により選任する、という

ことになっております。部会長の互選につきまして何かご意見がありましたらお願いをい

たします。

（大木委員挙手）

大木委員、よろしくお願いします。

○大木委員 大木でございます。

僣越でございますけれども、保険理論や農業共済制度に関して、とても深いご見識をお

持ちでいらっしゃる、また従前から農業共済関係の審議を経営分科会長としてお務めいた

だいております前川委員に、部会長をお願いしたいと思いますけれども、いかがでござい

ましょうか。

（ 異議なし」の声あり）「

○池田保険数理室長 大木委員からご提案がありましたし、皆様から異議なしということ

でございますので、前川委員に部会長をお願いしたいと思います。よろしくお願いいたし

ます。

恐縮でございますが、部会長席の方に移動方よろしくお願いします。

前川部会長挨拶

○池田保険数理室長 それでは、今後の当部会の運営につきましては、前川部会長にお願

いすることといたします。すみませんがよろしくお願いいたします。

○前川部会長 前川でございます。
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本日は、委員の皆様には大変お忙しいところをご出席いただきまして、誠にありがとう

ございます。新たに農業共済部会長を拝命いたしました。引き続き、どうぞよろしくお願

いいたします。

さて、本日は、平成 年９月 日付けで、農林水産大臣から、先ほどお話がございまし18 29

た果樹共済及び畑作物共済の共済掛金標準率の算定方式について諮問がなされ、このこと

につきまして調査審議を行うために農業共済部会を開催させていただくことになりまし

た。諮問の内容につきまして、後ほど事務局から説明していただきますので、よろしくご

審議のほどをお願い申し上げます。

委員各位のご協力をいただきまして、円滑な進行に努めてまいりたいと思いますので、

重ねてよろしくお願い申し上げます。

部会長代理選出

○前川部会長 それでは、議事を進めさせていただきますが、部会の運営のために部会長

代理を決める必要がございます。食料・農業・農村政策審議会令第７条第５項によります

と、部会に属する委員のうちから、部会長があらかじめ指名する者がその職務を代理する

となっておりますので、僣越ですが、私から指名をさせていただきたいと存じます。

恐縮でございますが、大木委員に再度お願いをしたいと思います。大木委員、いかがで

ございましょうか。

○大木委員 一生懸命務めさせていただきたいと思いますので、よろしくお願いをいたし

ます。

○前川部会長 ありがとうございます。それでは、どうぞよろしくお願いいたします。

部会運営内規の決定及び小委員会の設置について

○前川部会長 次に農業共済部会の運営につきまして、９月 日の持ち回り経営分科会で15

お示ししておりますが、それを規定したもの、運営内規案をご審議いただきたいと思いま

す。このことにつきまして、事務局よりご説明をお願いいたします。

○池田保険数理室長 それでは、資料５をご覧いただけますでしょうか。真ん中ほどにご

ざいます４枚紙でございますが、ここに農業共済部会の運営内規案をお示ししてございま



- 7 -

す。前川部会長からお話がありましたとおり、９月 日の持ち回り経営分科会で当部会が15

設置されました。このことによりまして、これまで経営分科会の下に設けていた小委員会

が廃止されてございます。資料５の３ページの参考１をご覧いただけますでしょうか。左

の図にありますとおり、この前の持ち回り経営分科会が始まる前、９月 日以前につきま14

して、この一番下に書いてありますが、農業災害補償法の施行に関する小委員会がありま

して、ここで家畜共済に係る診療点数と薬価基準に関する事項につきましては、それぞれ

の専門的知見を有する専門委員の方々によりまして、調査審議をいただいてきたところで

ございます。先ほど申し上げましたように、これが今、なくなっている状況でございます

ので、今後とも、こういう部会で皆様に審議いただく場合に、詳細な検討が必要であろう

ということで、当部会の下に、変更後の右の方を見ていただきたいんですが、家畜共済小

委員会（案）と書いてありますが、これを設けるというのが、この運営内規案の趣旨でご

ざいます。

、 、 、 、恐縮ですが １ページに戻っていただきまして 内規の条項でございますが 第２条に

「部会に家畜共済小委員会を置き、次に掲げる事項を調査審議させる」ということで、二

つほど書いてございまして、第１号が、家畜共済に係る診療点数に関する事項。次のペー

ジにまいりまして、第２号が「家畜共済に係る薬価基準に関する事項」ということでござ

います。また、家畜共済小委員会での審議内容につきましては、第５条の第３項に規定し

てございますけれども、審議を担当した専門委員の中の座長というのを決めますが、座長

から当部会に審議の経過を報告していただきまして、この報告を踏まえて、皆様にご審議

いただくこととしたいと考えているところでございます。

概略、以上でございます。よろしくお願いいたします。

○前川部会長 ありがとうございました。

ただいまのご説明につきまして、もし何かご意見、ご質問がございますでしょうか。ご

ざいましたら、ご質問をお願いいたします。これまでと内容は変わらない運営内規でござ

いますので、あまりご質問もないかと存じますけれども、これでよろしゅうございましょ

うか。

（ 異議なし」の声あり）「

○前川部会長 ありがとうございます。

それでは、ご意見がないようですので、資料５の食料・農業・農村政策審議会経営分科

会農業共済部会運営内規を農業共済部会の決定事項とさせていただきます。
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小委員会に所属いただきます委員につきましては、食料・農業・農村政策審議会議事規

則第 条の規定によりまして、部会長が指名することになっております。家畜共済に係る10

薬価基準に関する事項については、毎年ご審議いただきますので、今年１月にご審議いた

だいた４ページの専門委員に引き続きお願いすることといたします。

、 、 、また 診療点数に関する事項につきましては 平成 年にご審議いただく予定ですので20

追って指名をさせていただくことにいたします。よろしゅうございましょうか。

（ 異議なし」の声あり）「

○前川部会長 ありがとうございました。

果樹共済及び畑作物共済の制度の仕組み及び平成 年制度改正の概要について15

○前川部会長 それでは、審議事項に入りたいと思いますが、本日は、先ほどお話がござ

いました果樹共済及び畑作物共済の共済掛金標準率の算定方式が諮問事項でございますの

で、果樹共済及び畑作物共済の制度の仕組み及び平成 年制度改正の概要を、事務局から15

ご説明いただきたいと思います。よろしくお願いいたします。

○村上保険課長 保険課長の村上でございます。よろしくお願いいたします。

それでは、資料６をご覧いただきたいと思います “釈迦に説法”ではございますが、。

私の方から果樹共済及び畑作物共済の制度の仕組みと、平成 年の制度改正の概要につき15

まして、簡単にポイントをご説明したいと思います。

１枚おめくりいただきまして、２ページ目をご覧いただきたいと思います。まず、果樹

共済制度の仕組みでございますが、大きく２つに分かれております。果実の減収と品質低

下を補填対象といたします収穫共済と、それから、樹体自体の損害を填補する樹体共済、

大きくこの２種類の事業がございます。

共済目的はここに並べられておりますように、主要な樹種がほぼ網羅されております。

それから、加入についてでございますが、下に書いてございますように、組合等が定め

る加入面積基準以上について栽培の業務を営む者が加入できる、という形になっておりま

す。

それから、３ページをご覧いただきたいと思いますが、引受方式でございますが、収穫

共済については 種類の方式がございまして、この中から共済組合等及び農家が、それぞ17

れ自分に合った方式を選択できると、こういう形になっております。
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まず、半相殺農家単位方式、これは、その農家の被害樹園地の減収分を合計いたしまし

て損害を把握する方式でございます。すべての共済事故を対象とする減収総合方式と暴風

雨とか、降ひょうとか、特定の危険のみを填補する特定危険方式、この二つに分かれてお

ります。さらに、減収総合方式も共済責任期間の長短によりまして、一般方式と短縮方式

に分かれております。それぞれ足切割合というものが定められております。これは、保険

の基本的な考え方といたしまして、すべての損害を填補したのでは、被保険者が損害防止

の努力を怠るおそれがあるということで、一定部分を支払の対象から除くという扱いにし

ているものでございます。減収総合方式では足切りは３割、特定危険方式では２割となっ

ております。

、 、 、それから 全相殺方式でございますが これは農家単位で増収分と減収分とを相殺して

農家全体としての損害を把握する方式でございます。この中には、減収のみならず品質の

低下も填補する品質方式も定められております。それから、災害収入共済方式でございま

すが、これは果実の減収と品質低下によります生産金額の減少を填補する、というもので

ございます。上の方式が減収量を填補するのに対しまして、この方式は生産金額の減少を

填補すると、こういう形になっております。

、 、 、 、１ページめくっていただきまして ４ページでございますが 樹園地単位方式 これは

個々の被害樹園地ごとに損害を把握する方式でございます。この方式につきましても、減

収総合方式と特定危険方式が定められております。

それから、樹体共済でございますが、これは引受方式は１種類でございます。

次に、その下の共済責任期間でございますが、先ほど申し上げましたように、長期と短

期、二つの方式がございます。基本は花芽の形成期から収穫期まで、約１年半程度の期間

でございますが、これでは長過ぎるということもございまして、発芽期から収穫期まで、

半年から１年程度の期間を共済責任期間とする短縮方式、というものもあります。

それから、５ページの共済金額の算出方法でございますが、共済金額と申しますのは、

いわゆる補償価額のことでございます。これは基本的には、果実の単位当たり価額に標準

収穫量、すなわち平年収穫量を乗じて得た標準収穫金額、これを基礎といたしまして、こ

れに組合の定める最低割合を掛けた金額から、最高７割を乗じた金額までの範囲内で、農

家が申し出た金額を共済金額とすると、こういう形になっております。

以下、引受方式ごとに、若干、上限割合などが変わりますが、基本的な仕組みは同じで

ございます。
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６ページをご覧いただきたいんですが、共済掛金の算出方法でございますが、これは共

済金額に共済掛金率を乗じて算出いたします。共済掛金率は、農林水産大臣が過去 年間20

の被害率を基礎として基準共済掛金率を定めまして、これを下らない範囲内で各組合等が

掛金率を設定すると、こういう形になっております。基準共済掛金率は３年ごとに改定が

行われます。それから、掛金の２分の１は国庫が負担すると、こういう形になっておりま

す。

また、損害評価のやり方でございますが、まず組合等が検見又は実測の方法で現地調査

を行いまして減収量を認定いたします。これを連合会に報告いたしまして、連合会は抜取

調査を行いまして、この組合等の認定結果をチェックすると、それによって適正な評価を

行うと、こういう形になっております。

それから、７ページの共済金のところをご覧いただきたいんですが、支払共済金の算出

方法でございますが、これは先ほどの共済金額に支払割合を乗じて求めるということにな

っております。半相殺方式及び全相殺方式の支払割合の算出式が、ここの表の中に書いて

おります。ちょっとややこしい式ですが、要は基準収穫量分の減収量、これが損害割合で

10ございまして 半相殺 全相殺ですと 足切割合３割でございますから この損害割合が、 、 、 、

分の３を超えると支払が始まる、損害割合が大きくなるに従って、支払割合が徐々に増え

ていきまして、損害割合が 分の になりますと、共済金額の全額が支払われると、こう10 10

いう形になっております。

以下、他の方式も基本的な考え方は同じでございます。

続いて、８ページの事業実績のところをご覧いただきたいと思いますが、真ん中に引受

率がございますが、収穫共済では ％、樹体共済では４％程度ということで、まだまだ低24

い状況でございます。

収支状況につきましては、平成 年産については、台風被害などがありまして、各段階16

50とも 組合等 連合会 政府とも赤字になっております 累計で見ましても 組合等で約、 、 、 。 、

億円程度、政府段階で 億円程度の赤字が累積しているという状況になっております。550

それから、９ページをご覧いただきたいと思いますが、畑作物共済制度の仕組みでござ

いますが、まず共済目的でございます。ばれいしょ、大豆等、主要な畑作物が網羅されて

おりますが、いわゆる葉物野菜につきましては、技術的な問題点などがいろいろありまし

て、それは対象となっておりません。

加入についてでございますが、先ほどの果樹の場合と同じように、組合等が定める加入
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面積基準以上の者が加入できることになっております。ただ１点、特色といたしまして、

真ん中あたりのただし書のところに書いてありますが、組合が共済目的としている農作物

すべてについて一括して加入しなければならない、一括加入制という仕組みがとられてお

ります。これは、畑作物につきましては、通常、幾つかの作物は輪作体系で栽培するとい

う形がとられることが一般的でございますので、そういうものは一括して引き受けるのが

合理的であるという考え方に基づくものでございます。

１ページめくっていただきまして、 ページをご覧いただきたいと思いますが、引受方10

式でございます。半相殺、全相殺、それから一筆単位方式、これは先ほどの果樹の樹園地

単位方式に相当するものでございますが、耕地一筆ごとに損害を把握する方式でございま

す。それから、災害収入共済方式、この４通りございまして、それぞれ対象作物が定めら

れております。

、 、 、 、大豆につきましては 半相殺 全相殺 一筆単位方式の３種類認められておりますので

各共済組合等及び農家が、自分に合った方式を選択すると、こういうことになります。

それから、共済責任期間でございますが、基本的には、発芽期又は移植期から収穫期ま

でということになっております。

ページをご覧いただきたいと思います。共済金額の算出方法でございますが、単位当11

たり共済金額に、農家の基準収穫量すなわち平年収穫量の一定割合を乗じて算出いたしま

す。半相殺方式の場合は、大豆は８割、それ以外の作物は７割ということになっておりま

す。他の方式も、上限割合は若干違いがございますが、基本的な仕組みは同じでございま

す。

それから、共済掛金の額の算出方法でございますが、果樹と同様、共済金額に共済掛金

率を乗じて求めるということでございます。なお、国庫負担は、畑作物につきましては、

蚕繭は２分の１、それ以外の作目は 分の ということになっておりまして、若干、優100 55

遇されているということでございます。

１ページめくっていただきまして ページでございますが、損害評価のやり方でござい12

ますが、これは基本的に先ほどの果樹と同様でございます。

、 、 、それから 共済金の支払額の算出方法でございますが これは下の式にありますように

単位当たり共済金額に共済減収量を乗じて算出いたします。共済減収量とは、要は、平年

、 。 、並みの収穫量から当該年の収穫量を差し引きまして 減収量を算出いたします それから

足切割合に相当する量を差し引いたものが共済減収量になると、こういうことでございま
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す。

次の ページをご覧いただきたいと思いますが、事業実績でございます。農作物につい13

ては ％、蚕繭につきましては ％と、かなり高い引受率になっております。収支状況に54 82

つきましては、 年産につきましては、政府で赤字が出ておりますが、累計を見ますと、16

３段階とも黒字になっております。

１ページめくっていただきまして ページでございます。平成 年に制度改正が行われ14 15

ておりますが、そのポイントは、農業者の経営実態に応じた補償の選択の拡大ということ

。 、 、でございます すなわち引受方式のメニューを増やしまして 農家の選択肢を増やそうと

こういうことでございます。

果樹共済につきましては、従来の半相殺、全相殺、災害収入共済方式に加えまして、樹

園地単位方式が新たに導入されております。また、全相殺及び災害収入共済方式につきま

して、従前は、この方式を実施できる地域を農林水産大臣が指定するという形になってい

たんですが、この地域指定制が廃止されまして、個々の農家が要件を満たせば、全国どこ

でもこれを実施できるということになりました。

次に畑作物共済についてでございますが、畑作物につきましては、まず大豆につきまし

て、一筆単位方式が新たに導入されました。それとともに、全相殺方式及び災害収入共済

方式につきまして、果樹と同様、地域指定制が廃止されております。

１ページめくっていただきまして、畑作物共済につきましては、先ほど申し上げました

ように、一括加入制がとられておりますが、 年にこれが一部緩和されております。すな15

わち、近年、いわゆる輪作体系とは無関係な作物が増えてきている。例えばスイートコー

ン、たまねぎ、かぼちゃ、こういうものが 年から共済目的に追加されているということ14

も踏まえまして、この輪作体系と無関係な作物については、一括加入制の対象から外すこ

とができると、こういう形の改正が行われたところでございます。

以上でございます。

○前川部会長 ありがとうございました。

ただいま、資料６の果樹共済及び畑作物共済の制度の仕組み及び平成 年制度改正の概15

要について説明をいただきました。

平成 年の農作物等の被害状況等について18
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、 、○前川部会長 続きまして 本年も台風 号の襲来等の気象災害が発生しておりますので13

平成 年の農作物等の被害状況等についてご説明いただきたいと思います。よろしくお願18

いいたします。

○信太保険監理官 保険監理官の信太でございます。資料７をご覧いただけますでしょう

か。先ほど、参事官の方からのご説明もありましたが、本年の被害状況につきまして、こ

、 、の資料の１のところの表に入れてございますが 昨年の 月初旬からの降雪ということで12

広い範囲でですね、柑橘類の雪焼けですとか、りんごの枝折れ、あるいはパイプハウスの

一部破損、倒壊といったことで、被害総額ということでいきますと、 億円ぐらいの規146

模の被害が生じております。

それから、今年の６～７月の梅雨前線豪雨によりまして、長野や鹿児島等々で大雨によ

って水稲、あるいは果樹等の被害が出ているということでございます。

台風 号につきましては大した被害は出ませんでしたが、その後９月 日に長崎に上陸10 17

しました台風 号でございます。これにつきましては、水稲や大豆につきまして倒伏、あ13

るいは上陸が夜間の満潮時に重なったということもありまして、潮風害からみかん、なし

等のですね、果樹の落下、あるいはパイプハウスの倒壊等々で九州、山口県等々で被害額

が 億円という甚大な被害が生じているということでございます。311

また、この資料には書いてございませんが、春先以来の低温日照不足ということで、麦

の生育なり、登熟の抑制ということで収量低下をもたらしております。それから、水稲に

つきましても、９月 日現在の作況でございますが、 ということで、やや不良という形15 97

になっております。さらに、先週から連休にかけまして、５日から９日の低気圧による暴

風雨の関係で、北海道、東北等で水稲なり大豆、ビート等の冠水被害、ハウスの倒壊とい

ったことも起こっております。この被害状況につきましては、今現在、調査をしていると

いうところでございます。

２番のところに台風の上陸数ということで参考までに掲げておりますが、平成 年、一16

番右にありますが、史上最多の 個の台風が上陸していますが、平年 個。今年は今のと10 2.6

ころ２個、 号と 号ということで２個でございます。ちなみに 月以降、台風が上陸し10 13 10

ているのは、平年ですと 個ということでございますので、 月は、この後上陸するとい0.1 10

う可能性はあまりないだろうというふうに見ております。

それから、３のところに過去 年の共済金の支払額を載せております。共済金の支払で10

は、ここに載っておりませんが、平成５年の大冷害のときに、トータルで 億円程度の5,500
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共済金の支払という大きな実績がございます。ちょうど水稲の作況 ということでござい74

ましたが、過去 年で見ますと、下のほうにあります平成 年の冷害、水稲作況 、共済10 15 90

金の支払額 億円。その翌年平成 年、水稲の作況が でございますが、 個の台風の1,871 16 98 10

上陸もあって、 億円という被害が出ています。一方、昨年は比較的被害が少なかった1,353

ということでございます。

今年の年間の見込みでございますが、現時点で、まだ水稲が収穫の途中であり、また果

樹等もございますので、今後、大きく数字が動く可能性がございますので、今回、数字は

ここに掲げておりませんが、昨日 日現在の見込みで申し上げますと、トータルで共済金12

が 億円程度と見込まれております。昨年よりはかなり多い。ただ、一方で、過去 年1,050 10

の平均値が 億円程度ですので、それよりは少し少ないのかなといった状況でございま1,100

す。ただし、先ほど申し上げましたように、９月 日現在の水稲の作況見込が でござい15 97

まして、ここの表を見ていただきましてもわかりますように、水稲の作況が を下回って98

いる、やや不良というようなときには、トータルとしてかなり大きな被害になっていると

いうことでございますので、今後の水稲の収穫状況によっては、どういうふうになってい

くか、ちょっと危惧をしているところでございます。いずれにしましても、今後、収穫に

際して、共済団体の方で、損害評価をやって、正確な数字が出てまいりますので、まだ、

正確な数字がしばらく時間がかかるという状況でございます。

とりあえず、今年の被害状況ということで、簡単でございますが、以上でございます。

○前川部会長 ありがとうございました。

諮問事項説明

○前川部会長 それでは、農林水産大臣から諮問のありました事項についての審議を始め

たいと思います。まず諮問事項のⅠの果樹共済の共済掛金標準率の算定方式について、諮

問事項Ⅱの畑作物共済の共済掛金標準率の算定方式について、につきまして、一括して事

務局より説明をお願いしたいと思います。

○池田保険数理室長 では、私、池田の方からご説明をさせていただきます。

まず資料８に、皆様にご送付させていただいている諮問がございます。これを具体的に

ご説明するに当たって、違う資料を使って説明させていただきたいと思いますが、例年の

ように、恐縮ですが、資料９の参考資料と、付属資料を基にご説明したいと思います。ま
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ず、果樹共済について、付属資料の１と２、それと、資料９でご説明できればと思ってお

ります。３種類で恐縮でございます。

（安倍委員来場）

安倍委員、よろしくお願いいたします。少し時間を置かせていただきます。ご苦労さま

でございます。

○前川部会長 ちょうど今始まったところです。

○安倍委員 そうですか。申しわけありません。

○池田保険数理室長 恐縮です、もう一度、資料９の参考資料と果樹共済について諮問事

項をご説明しております付属資料の１と２、一番下の方ですがＡ３判がございますので恐

縮でございます。

まず、前回、農作物等につきまして、共済掛金標準率の算定方式をご審議いただきまし

たが、例年だいたい１月に審議会を開かせていただいております。ただ、畑作物と果樹に

つきましては、特に畑作物が、お茶とか春蚕繭とかが、 月に共済責任期間が開始いたし12

ます。果樹も今からご説明しますが、２月から開始いたしますので、早目にご審議いただ

いて、このご審議の基に掛金率を計算させていただいて、早く告示したいということもご

ざいまして、この時期に開催させていただいております。

では、まず付属資料１でございますが、解説版と書かせていただいてございます。諮問

事項を左に、右側に解説を若干掲載させていただいております。記の１でございますが、

果樹共済の共済掛金標準率の算定方式について、ということでございまして、各組合の設

定する掛金率の基になる標準率でございます。各組合はこれを下回らないように設定する

ということになってございます。

果樹共済につきましては、二つほどございまして、収穫共済と樹体共済というのがござ

います。恐縮でございますが、参考資料９の１ページ目にございますが、果樹共済の種類

ということで、収穫共済と樹体共済と書いてあると思います。単純にいいますと、果実の

19部分と 果樹の樹体の部分ということでございます まず 収穫共済の方につきましては、 。 、 、

年２月１日以降に共済責任期間が開始するものにつきまして、うめとか、すももとか、か

きがございます。それから、 年度以降に責任期間が開始する樹体共済がございます。樹19

体共済は年度になってございますが、これは資産でございますので、家畜共済とか、園芸

施設共済と同様に年度で仕切ってございます。それぞれにかかる共済掛金標準率ですが、

次により算定するということにしてございます。
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まず第一に、果実の方の収穫共済でございますが、被害率を基に計算いたしますので、

その基礎被害率について、どういうようにするかというのを、ここに書いてございます。

共済目的の種類ごと、収穫共済の共済事故等による種別ごと及び組合等の区域ごと、とい

うようにしてございます。昭和 年産から平成 年産ということで、 年間の金額被害率61 17 20

を基礎といたしまして、必要に応じ、修正を行ったものを各年の基礎被害率ということに

してございます。前回、３年前にお諮りしたときと変わってございませんけれども、年産

を直近にまでしてございます。前回、３年前は、昭和 年産から平成 年産までというも58 14

のでございましたが、それを３年新しくしているというところでございます。

、 、説明がちょっと逆になったんですが 共済目的の種類ごととかいうことにつきましては

参考資料の同じく１ページでございますけれども、２に共済目的の種類を掲げさせていた

だいております。果樹共済の対象品目ということで、うんしゅうみかん、なつみかん、中

・晩柑類でまとめてございますが指定かんきつ、それから、りんご、ぶどう、なし等々、

パインアップルまで 種類ということでございます。指定かんきつにつきましては、 種16 12

類ほどここにまとめておりまして、晩柑類をまとめておるわけでございますが、これを含

めますと、全部で の種類があるということでございます。27

それから、収穫共済の共済事故等による種別というのを３に書いています。これが、先

ほど、村上課長からも概要のときにご説明いたしましたが、いろいろ引受方式がありまし

て、例えば特定危険のように、暴風雨とかひょう害とか、そういう特定の危険につきまし

て、引受をしているという、種類を分けているということでございます。このような方式

により被害率が変わってきますものですから、これごとに分けてやるということでござい

ます。

それで、付属資料１に戻らせていただきますが、先ほど申し上げた実績金額被害率を基

礎といたしまして、必要に応じ修正を行うということで、これは組合の合併があった場合

に、新しい組合で整理するものでございます。これを各年の基礎被害率といたします。

２番でございますが、収穫通常標準被害率という言葉が出てございます。

これをご説明するに当たって、責任分担、組合等と連合会と政府の関係がございますの

、 。 、で 資料９の参考資料の２ページを見ていただけますでしょうか 果樹共済につきまして

、 、 。今申し上げた組合等 連合会 政府のこの３段階の責任分担はこのようにしてございます

今からご説明しようとしている通常標準被害率（ｑ）というのがございますが、これ以下

の部分を団体が責任を持つという形にしてございます。一定の被害率以下の部分を、連合
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会が一部、責任保険歩合という形で見ますけれども、組合等を中心として、これ以下の部

分の責任を有する。それを超えた部分は基本的に政府の責任となる。当然モラルハザード

といいますか、自己責任と申し上げますか、そういうことがありますので、団体の責任部

分も一部ございますが、基本的に一定の被害率を超える部分は政府が責任を持つ、という

形にしてございます。

それで、この通常標準被害率（ｑ）でございますが、付属資料１に戻らせていただきま

すが、先ほどの共済目的の種類、それから共済事故等による種別ごと及び組合等の区域ご

とに求めました各年の基礎被害率のうち、収穫通常標準被害率以下の部分の被害率の平均

値、これをｐ とするときに、次の式を満足するように、そのｑ、収穫通常標準被害率を１

定めるということにしてございます。

これだけではおわかりいただけないと思いますので、右の方の解説を見ていただきたい

と思います。この通常標準被害率の算出につきましては、不足率という概念を使ってござ

います。何かと申し上げますと、この右の図にありますように、一定の責任部分、共済団

体の支払責任額の上限であるｑを設けまして、それ以下の被害率の平均値、いわゆる団体

の手持ちの収入になるかと思いますが、その部分とを比較いたしまして、その差の部分と

いうのは、共済団体段階で赤字が出る、不足が出るということから、不足率と呼称してご

ざいます。この不足率をどの程度にするかというのが、先ほどの算定式でございます。不

足率が大きすぎますと、いわゆる手持ち掛金を上回る共済金支払が発生する可能性が大き

くなりますので、組合の収支が悪化するおそれがある反面、逆に小さくすると、政府等の

、 、 、手持ち財源が小さくなって ここにしわ寄せが来るということで 平成６年産から経験則

収支相等を踏まえまして、不足率の割合と水準、恐縮でございますが、この下の表の真ん

中あたりに、不足率の割合と水準というのが書いてございますが、この割合と水準を、先

ほど申し上げた収支相等の観点から決めてございます。割合を 、水準を という形に0.25 1.0

してございまして、この二つの式を１対１の比で合成するということによりまして、算定

１式を作ってございます。この二つの式の合成の一番下に波線が打ってございますが、ｐ

＝ ×ｑ－ ということになります。これが左側の諮問に書いてある算定式の根拠でご0.9 0.5

ざいます。

さて、それで通常標準被害率というものを今求めました。次に、２ページ目に入らせて

、 、 。いただきますが この通常標準被害率を基に 団体の責任部分と国の責任部分を分けます

３のところに収穫共済掛金標準率と書いてありますが、まず（１）で、各年の基礎被害率
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のうち、収穫通常標準被害率を超えないものにあってはその被害率を、超えるものにあっ

ては収穫通常標準被害率を用いて、平均値を算定します。その平均値に、将来の予測値の

振れを、統計論的に一定程度の幅で勘案しないといけないものですから、安全率を付加す

るというものを、収穫通常共済掛金標準率とすると書いてございます。

これもちょっとイメージがおわかりにくいかと思いまして、付属資料２の１枚紙を見て

いただけますでしょうか。そこに算定の手順が書いてございますが、右側のイメージ図を

見ていただけますでしょうか。先ほどご説明したｑという水準、収穫通常標準被害率とい

う水準がございますが、この線を引きまして、昭和 年産から平成 年産、毎年の基礎被61 17

害率がございますが、このｑ以下の部分につきまして、平均を出します。平均を出して、

その上に安全率をつけてございまして、これが通常共済掛金標準率で、今ご説明したもの

でございます。

それから、上の部分でございますが、上の部分は諮問の（２）に書いてございますけれ

ども、上の部分につきましても、 年で平均したものを出します。これを異常共済掛金標20

準率といたしまして、通常共済掛金標準率と合わせて、付属資料２のイメージの一番右に

なりますが、Ｐ とＰ 合わせたものが共済掛金標準率ということでございます。１ ２

付属資料１の方に戻っていただきまして、今、イメージ図でご説明させていただきまし

たが、３の（２）で書いてあるのが、ｑを超える部分、通常標準被害率を超えるものを示

してございます。先に説明してしまいましたが、これが収穫異常共済掛金標準率、Ｐ と２

書いてあると思いますが、それでございます。そして （３）でＰ とＰ 、収穫通常共済、 １ ２

掛金標準率と収穫異常共済掛金標準率を足したものを、収穫共済掛金標準率とするという

ことでございます。

それで、諮問はここまででございますけれども、この２ページ目の右下に一部追加して

書いてございます。というのも、我々ここまで共済掛金標準率を出しますけれども、手順

といたしまして、もう一つやることがございます。それが収穫基準共済掛金率、Ｐ の算ｊ

出方法について、というのが右下に書いておりますが、それでございます。何をやるかと

申し上げますと、今、求めました収穫共済掛金標準率につきまして、品種とか栽培方法別

に、やはりいろいろ被害態様が違うということがございまして、参考の表に書いておりま

すが、例えばうんしゅうみかんでいいますと、早生、普通、プラスチックフィルムが被覆

材として使用されているもの等々につきましては、類区分を設けるということをしてござ

います。この類区分ごとに基準、今度は基準でございますが、基準共済掛金率を定める。
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被害率の態様が違うものですから、そういうことをするということでございます。

もう一度付属資料２を見ていただきまして、イメージ図の、先ほどご説明した共済掛金

、 、 、標準率のところから下の方に矢印が行っておりますが 下の段の方で 共済掛金標準率を

危険の程度、共済金額によって類に分けるというように示してございます。おへそはこの

共済掛金標準率にあわせていただいて、類ごとに、その地元の県等の状況によりまして、

共済金額割をしていただいているところでございます。

続きまして、果樹の２番目の樹体共済をご説明させていただきたいと思います。付属資

料１の３ページでございます。この諮問の第２の樹体共済と書いておりますが、算定方式

は基本的に収穫共済と同一でございます。違うところをご説明いたしますけれども、１の

基礎被害率、冒頭に書いてあります共済目的の種類ごと及び組合等の区域ごとに算定して

ございます。先ほどの収穫共済は、これに共済事故等による種別ごとというのがございま

した。樹体共済にはこれがございませんが、なぜかと申し上げますと、樹体被害は、雪害

とか風水害等でございます。果実と違いまして、樹体そのものの資産価値を失うほどの被

害も少ないということもございますし、多様な種類分けをするといった要望もございませ

ん。ということで、ここに事故等による種別というのがございません。共済目的の種類ご

と及び組合等の区域ごとに行うこととしているところでございます。

その下の２の樹体通常標準被害率ですが、これは収穫通常標準被害率と同一の算定式で

ございます。

１枚めくっていただきまして、４ページでございますが、４ページの３の樹体共済掛金

標準率ですが、これも収穫共済と同一でございます。

そして、右下に、樹体基準共済掛金率というのが書いてございますけれども、これは収

穫共済と同じように類区分ごとに基本的に樹体共済掛金標準率を分けるという仕組みがご

ざいます。しかし、一番最後に、なお書きがありますが、現在、類区分は設定されており

ませんので、樹体共済掛金標準率と樹体基準共済掛金率は同一となります。収穫物と樹体

を比べた場合に、樹体の被害態様というのは生育の程度に応じて異なるということだと思

いますが、そうすると、想定される区分は結果樹と幼木という形になるかと思います。で

も、果樹は毎年結実して収益をもたらすことに資産価値がありますので、対象は結果樹だ

けということになるというところで、現行で類区分を設けておりません。収穫共済と樹体

共済の違いは以上でございます。

続きまして、畑作物共済の説明を付属資料３と付属資料４がありますので、そちらの方
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でご説明したいと思います。それでは、諮問事項の方でございますけれども、Ⅱ、畑作物

共済の共済掛金標準率の算定方式について、というところでございます。平成 年産から19

の畑作物共済に係る共済関係に適用する畑作物一次共済掛金標準率は、次のように算定す

るとしてございます。一次でございますので、二次が当然あるわけでございまして、それ

は後ほどご説明したいと思います。

、 、 、 、基礎被害率でございますけれども その前に まず 参考資料９の畑作物共済のですね

７ページに、共済目的の種類等と書いてございます。基礎被害率の算定に当たっては、こ

の共済目的の種類ごとにいたしますが、１番に畑作物共済の対象とする共済目的の種類が

書いてあります。先ほど課長の方からも説明がありましたが、ばれいしょ、大豆、小豆、

いんげんから蚕繭までの 種類でございます。12

この畑作物共済の責任分担でございますが、参考資料の９ページに責任分担を書いてお

りますが、果樹共済と違うのがおわかりいただけるかと思います。連合会が一番下にござ

いまして、その連合会が一定部分、これも後ほどご説明しますが、通常標準被害率以下の

10 20部分の責任を持つ その上は基本的に政府 組合等は全体の責任の一定割合を ％ないし。 。

％有するという形でございます。

なぜ連合会の段階で一定の通常標準被害率以下の責任を有するかということでございま

すが、畑作物共済は、先ほど共済目的でもご説明したように、てん菜とかさとうきびのよ

。 、うに地域が限定されているものがございます さらに各府県でも大豆等やっておりますが

このように特定の共済目的について引受があるものや、蚕繭のように同一県内でも地域的

に偏在しているということがございますので、したがって、県単位。母集団を確保するた

めにも、県単位での基礎被害率を算定するという形にさせていただいているところでござ

います。

それで基礎被害率に入らせていただきますが、付属資料３の左側の１、基礎被害率でご

ざいます。共済目的の種類ごと、括弧書きを飛ばさせていただきますが、及び都道府県の

区域ごと、先ほど申し上げた県の区域であるということに、直近の 年間、昭和 年産か20 61

ら平成 年産までの実績金額被害率を基礎といたしまして、必要に応じ修正を行ったもの17

を各年の基礎被害率とする、としてございます。共済目的の種類ごとの後に括弧書きがあ

ります。基本的に、畑作物共済につきましては、引受方式が一つでございますけれども、

これも課長からの説明にありましたように、大豆につきましては方式が三つあります。一

筆単位方式、半相殺単位方式及び全相殺方式でございます。それから、お茶については、
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半相殺と災害収入方式の二通りあるということでございます。したがいまして、引受方式

ごとに当然被害率が変わってきますので、引受方式ごとに算定しますよというのが、この

括弧書きで言っているところでございます。

なお、金額被害率を基礎といたしまして、必要に応じ修正を行ったものということにし

てございますが、これは今のように引受方式の変更時にそれに見合ったものとするように

修正するということでございます。

それで、２でございます。畑作物一次共済掛金標準率ということで、共済目的の種類ご

と及び都道府県の区域ごとに、各年の基礎被害率の平均値を算定し、これに所要の安全率

を付加したものを畑作物一次共済掛金標準率とする、という形で、下の方に「 Ｐ」と書１

きましたが、これだけでは当然おわかりにならないと思いますので、右側の方に果樹と同

様にご説明をさせていただいております。一番上の畑作物通常標準被害率の算定基礎率の

算定としております。果樹共済と同じようにｑを引くということでございますけれども、

不足率の概念を使います。ただ、ここにｑ’というのがございまして、おわかりにくいか

と思いますが、これは付属資料３の１ページの一番下に注書きを載せてございます。そこ

にありますように、畑作物共済は県単位ごとに設定しておりますので、収穫時期が近いな

どの類似性のある複数の共済目的によって構成される区分――これを我々は畑作物共済再

保険区分といっておりますが――ごとに、その再保険区分の畑作物通常標準被害率ｑを算

出しているとしてございます。一定のものをまとめるということでございまして、相殺効

果も働かせるという観点もありまして、この再保険区分がございます。そういう仕組みに

しておりまして、再保険区分ごとに引くのが通常標準被害率でございますので、ただ、技

術的に作物ごとにやらないとできないということがございまして、技術的な観点で作物ご

とに算定しておりまして、それを算定基礎率という形でｑ’という形で書かせていただい

ているわけでございます。

ただ、その算定基礎率ｑ’でございますが、不足率の概念は同様でございます。収支相

等の観点も踏まえまして、右の表の真ん中あたりの不足率の割合と水準は、果樹共済と同

様に と とさせていただいてございます。昭和 年の制度創設時からこのようにして0.25 1.0 54

ございます。

ただ、２つの式をウェイトで合成するのですが、果樹と違うのは、果樹は１対１だった

のですが、１対３にしてございます。ウェイトが異なります。これはなぜかと申し上げま

すと、果樹共済は組合等単位の設計ということを申し上げました。畑作物共済は連合会単
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位、いわゆる県単位でございます。そうすると、県単位の方が引受規模が安定いたしまし

て、一般に被害率の変動も小さいものとなりますので、不足金の大きさを示す絶対的な不

足率の水準、これを一定にする、自己責任分の幅を固定化すると申し上げましょうか、と

いう考え方を強くした方が、事業運営の安定化が図られるという理論的な、あるいは経験

則からこのようにしているところでございます。したがって、割合と水準のウェイトが果

樹共済と変わっているというところでございます。

このようにして計算した結果が、その１ページの一番下に載ってございますｐ ＝ ｑ１ 0.9

’－ 。ウェイトが異なるものですから、先ほどの果樹が ｑ－ だと思いますが、こ0.8 0.9 0.5

の が になってございます。これに基づきまして通常標準被害率の算定基礎率の線を0.5 0.8

引きます。それで、線を引いてどうするかということでございますが、付属資料４の畑作

物共済の共済掛金標準率等の算定手順のイメージ図でご説明したいと思います。右の方を

見ていただきまして、ｑ’で線を引いてございます。ｑ’以下の部分につきましては、先

ほどの果樹共済と同様に、 年分の平均値をとりまして、それに一定の安全率を加えると20

いうことでございます。これが、連合会の方の基本的な責任の部分になるわけでございま

す。

それから、それの上の部分につきましては、これも上の部分だけ足しまして、 で平均20

いたしまして算出する。これが基本的に政府の部分というところでございます。

この二つを合わせて合成して、一番上の段の一番右に書いてございますけれども、一次

共済掛金標準率というのを作るというのが作業でございます。その作業によってできたも

のが、諮問文にある一次共済掛金標準率でございます。

諮問にあるのは以上ですが、果樹共済と同様に、これも諮問以降の手順として、少しあ

ります。それにつきまして、付属資料３の右下の方と、付属資料４のイメージ図をあわせ

てご説明できればと思っておりますが、まず、付属資料３の２ページの右下の方に、畑作

物二次共済掛金標準率というのが書いてございます。これにつきましては、先ほど果樹の

方でもちょっと申し上げましたが、類区分というものを求めるということでございます。

畑作物の一次共済掛金標準率、 Ｐにつきまして、品種とか収穫時期の差異によって、価１

格とか被害の発生態様が異なるものでございますから、こういう類区分というのを設けて

ございます。

恐縮ですが、参考資料の７ページをお開きいただきまして、２のところに共済目的の種

類等という形で書いてございます。その表の右の方の品種、栽培方法等に応ずる区分でご
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ざいますが、ばれいしょで申し上げますと、１類から８類までございます。まず春植えで

あるか、秋植えであるかという分け方、それから、用途がありますので、用途によって被

害の態様も違ったりしますので、でん粉加工用か、食品加工用か、種子用か、あるいは生

食用かというような分け方をしておりまして、この類ごとに、共済金額によりまして、先

ほどの一次共済掛金標準率を加重平均いたしまして、畑作物二次共済掛金標準率を定める

ということでございます。

付属資料４のイメージ図の下段の方を見ていただきますと、上段で算定した一次共済掛

金標準率を下段に持ってきておりまして、そこから類が、例えば三つあるという場合につ

きましては、その共済目的の種類等に応じまして共済金額ウェイトで、おへそは一次にす

るということで、県の意見も聞いて分ける形にしてございます。これが二次共済掛金標準

率です。

もう一つありまして、付属資料３の一番最後に書かせていただきましたが、基準共済掛

金率というのがございます。今、二次まで求めましたが、それにつきまして、これは県単

位でございますので、都道府県の範囲では広過ぎるというようなことで 「危険の程度が、

類似する地域」と書いてございますが、県知事が、例えば、設定する区域分けをするとい

うことで、組合等の区域とか、組合等の区域を分けた区域につきまして、これも被害の程

度において分けるということでございます。これは我々「危険階級」という言い方をして

いるんですけれども、それが付属資料４の一番右下に書いてあるやり方でございます。先

ほど、二次共済掛金標準率を求めましたが、仮に二次共済掛金標準率の３類を分けようと

、 、 、いうことになった場合 危険のレベルを四つに分けるということであれば 当然おへそは

この二次共済掛金標準率の３類に合わせていただくという形で、地域に応じて危険階級分

けを行っていただくということでございます。

算定方法は以上のとおりでございますが、これに基づく掛金率の動向ということで、い

つもなら、全国平均の共済掛金標準率が現行と比べてどのぐらいになるか、というのをお

示しするべきなのでございますが、この時期でございますので、恐縮でございますが、被

害率の動向でしかお示しできません。

、 。 、それをご説明いたしますが 参考資料の６ページを見ていただけますでしょうか まず

果樹でございますが、収穫共済というのでまとめてございます。算定期間が現行の掛金標

準率は昭和 年産から平成 年産でございます。今度は昭和 年産から平成 年産という58 14 61 17

ことになるわけでございまして、被害率の動向は、このようでございますが、下の表の参
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考で見ていただきまして、昭和 年産から平成 年産の被害率平均値、全国ベースにして58 14

いるので共済金額のウェイトというのが入っておりますけれども、また地域によって当然

違うのですが、全国ベースでならしてみると、 ％でございます。5.7

その下の段に昭和 年産から平成 年産の平均値と書いてあります。計算は平成 年ま61 16 17

で行うのですが、まだ 年産が集計中ですので、 年間で平均したものでございます。こ17 19

、 。 、れが収穫共済でいうと ％ということで 若干上がるかなというところです 樹種別には5.8

その内数で、みかん、りんご、なしと書いてありますが、若干上がるかなという感じがご

ざいます。ただし、先ほど信太監理官からもありましたが、 年産はそれほどの被害を受17

けておりませんので、これほどまでには上がらないのではないかというように見通してい

るところでございます。

続きまして、同様に畑作物を見ていただきたいんですが、 ページでございます。畑作13

物共済につきましてまとめて書いてございます。先ほどの果樹と同様にご説明をさせてい

、 、 、ただきますが 下の参考のところで 昭和 年産から平成 年産の被害率の平均値が ％58 14 4.7

昭和 年産から 年間の平均値が ％ということで、これも少し 年間の平均値が少し上61 19 4.8 19

がるかなという感じですが、これは果樹と同様に 年産がそんなに被害を受けておりませ17

んので、とんとんかなというような見通しを立てているところでございます。

ばたばたと資料を使わせていただきまして恐縮でございました。雑多でございますが、

説明は以上でございます。

○前川部会長 ありがとうございました。

質疑・応答

○前川部会長 ただいま諮問事項につきまして事務局から説明をいただきました。少々複

雑な算定方式ですが、本件につきましてご質問、ご意見をいただきたいと思います。よろ

しくお願いします。

○大木委員 算定方式の前に、この共済の掛金というのは、自然災害に遭ったものという

ようなご説明だったと思うんですけれども、例えば、このごろ、りんごが故意的につつか

れちゃって、みんな商品にならないとか、そういうのがありますね。そういうものの被害

は、この共済の支払対象にならないかということ。それからもう一つは、この間、栃木県

に行きましたら、ハクビシンとかタヌキの被害がものすごく多いということなので、そう
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いう状況に遭ったときの被害は、どうなのかということ。とても詳しいご説明の前に、本

当に初歩的なことなんですけれども、そこからまず教えていただきたいと思います。

○信太保険監理官 ただいまのご質問でございますが、果樹、畑作に限らず、水稲もみん

なそうですが、農業共済の場合に、すべての共済目的において、共済事故として鳥獣害は

入っておりますので、その部分はすべて共済事故としてカウントするということになって

おります。ちなみに、平成 年度の鳥獣害による共済金の支払額、全国の合計ですが、大17

体６億 万円ぐらいが共済金として支払われているところでございます。一昨年は逆に6,000

台風があれだけありまして、鳥獣が、山で餌がないので、かなり里に下りてきて結構被害

が出たと思いますが、その 年度は 億円を超える共済金を支払っております。 年度は16 10 17

比較的鳥獣害の被害が少なかったため、６億 万円の支払となっているところでござい6,000

ます。

○大木委員 鳥獣被害というのは自然ですよね。だけど、例えば、りんごなどが傷をいっ

ぱいつけられちゃって売り物にならなかったという被害の場合は、共済の支払対象になり

ますか。テレビで、故意的にすごく、せっかく売ろうと思ったのが売れなくなったという

のをやっていたものですから、それも被害にあたるのかどうか、ということを教えていた

だきたい。

○信太保険監理官 今、言われたのは、人がつついて、ということですか。

○大木委員 人がつっついてです。自然じゃなくて、人が全部あけてしまったというのが

あったんですよ。そういう場合には、生産者にとったらすごい被害だろうと思うんですよ

ね。そのときの対策というのはどうなんですか。

○信太保険監理官 人為的な被害は共済事故の対象となりません。

、 。 、 。○大木委員 じゃ それはどこで…… ここじゃなくて また違う対策があるわけですか

○信太保険監理官 当然、それについては、被害を受けた農家あるいは届出を受けた警察

が犯人を探して解決するということになるわけでございます。農業共済としては、共済事

故に該当しないため、共済金は支払われないということでございます。

○大木委員 はあ。じゃあ、気の毒ですよね。

○實重参事官 ちょっと補足させていただきますと、恐らく、人為的な被害の場合は、一

番極端なのは盗難ですよね。持っていっちゃう。そういう場合がありますけれども、その

場合は、犯人と申しますか、加害者と被害者の間で損害賠償のような別の法的な請求がで

きますので、お互いの民事関係になります。もちろん刑事的に盗難だというようなことに
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なると、刑事的な処罰を受ける可能性がありますけれども、人間と人間の関係は民事上の

損害賠償請求なり、そういう方で処理されるということなんだろうと思いますけれども。

○大木委員 だから、犯人がわかればいいですけれども、本当にみんな傷つけて、全然わ

からなかったときの被害者である生産者に対する対策というのは、どういうものがあるの

でしょうかね、ということをお聞きしたかったんですよ。それはここでは無理なことでし

ょうか。

○村上保険課長 今、信太監理官の方から申し上げましたように、農業共済の対象となり

ます共済事故は法律上限定列挙されておりまして、その中には、人為的な被害は含まれな

いということになっておりますので、それは農業共済の世界で支払うことはできないとい

うことでございます。

犯人が見つかれば、その者に別途損害賠償を請求していただくということになります。

犯人が見つからない場合に、どうするかということでございますが、少なくとも、それは

農業共済の世界では対応できないということになります。別途ですね、一般的に農家に対

して用意されております低利融資措置とか、そういうのを適宜活用していただくという話

になるかと思います。

○大木委員 初歩的なことをお伺いしてすみませんでした。

○實重参事官 人間と人間の場合、いろいろなケースがございますけれども、例えば産直

で物を送ったけれども、代金を払ってこないというようなケースとか、いろいろなケース

が営農に伴って起こります。詐欺ですとか、そういうものをいろいろな形でセーフティネ

、 、 、ットと申しますが 損害が生じた場合に補填できないかということを いろいろな分野で

例えば地産地消の分野とか、それから、新しい革新技術の分野とか、いろいろな分野で検

討はしております。いろいろな損害保険会社さんがおられまして、これは、今、大変複雑

な設計を聞きましたけれども、ケース・バイ・ケースで保険設計をしないといけないそう

でございまして、オーダーメイドになりますけれども、オーダーメイドなので掛金率が高

かったりするのかもしれませんけれど、そういう研究も進めているところでございます。

○前川部会長 よろしいでしょうか。

○大木委員 はい。

○前川部会長 ほかに……。桑田委員。

○桑田委員 大変貴重な時間をいただいて恐縮でございますが、今日のこの算定方式とは

直接関係ないかもしれませんが、いよいよ品目横断的な経営安定対策も平成 年産から導19



- 27 -

入されるというような重要な時期でもございますし、また果樹につきましては、現在実施

をいただいております果樹経営安定対策が平成 年度で終わる、というような大事な時期18

、 、 、でもございまして ちょっとピント外れかもしれませんが お礼やらお願いやらを兼ねて

ちょっと申し上げたいと思いますので、お許しいただきたいと思います。

今年の災害状況につきましては、先ほど資料７の中にございましたように、年初めから

今日まで、幾つかの態様の異なった災害が発生をいたしておりまして、とりわけ台風 号13

は、この資料７にもありますように、九州を中心にしまして非常に大きな被害となったわ

けでございます。被災された農家の方々には改めてお見舞を申し上げたいと思う次第でご

ざいます。

現在、農業共済各団体におきましては、先ほどの参事官のごあいさつにもありましたよ

うに、共済金を早くお支払いをするということで、被害の把握、あるいは損害評価に全力

を挙げて取り組んでいただいているところでもございます。

例えば、特に 号で被害の大きかった佐賀県などにおきましては、潮風害で水稲、大豆13

に非常に大きな被害が出たわけでございまして、被災の農家の皆さんの中には、大規模農

家の皆さん、あるいは集落営農、そういうような形で担い手が非常に多くおられるという

ふうにも聞いておるわけでございまして、この担い手の農家の皆さんにおかれましては、

先ほど申し上げましたように、いよいよこの平成 年産から導入されます品目横断的経営19

安定対策に加入いただいたり、あるいは今後も地域農業というのを支えていただくことに

なると思うわけでございますけれども、今回の台風被害を見ましても、災害対策として、

農業共済の機能あるいは役割というのは、品目横断的経営安定対策の導入後も何ら変わら

ないわけあり、むしろ非常に重要になってくるわけでございまして、特に経営安定のため

には安定対策の加入とあわせまして、農業共済に最高補償割合で加入するということが極

めて重要になってくるわけでございます。それは先ほど、参事官のごあいさつの中にもあ

ったとおりでございます。

つきましては、畑作物共済の関係では、一昨年の、これも資料７にございますように、

観測史上最高の数の台風が上陸いたしました。被害を受けられた農家から、そば共済の新

規実施、また現在、最高８割補償となっております大豆やばれいしょの全相殺方式を９割

補償にぜひ改善していただきたいというような要望も出されておるわけでございまして、

いろいろご検討を賜っているわけでございますが、これが、ぜひ実現いただくようにお願

いを申し上げたいと思う次第でございます。
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また、これまでも度重なる制度改正が行われまして、日本における災害補償というのは

非常にすばらしいといいますか、日本という風土に合った補償制度だと私は思っておりま

す。これからも今申し上げました項目に限らず、今後も生産現場の要望というのを踏まえ

ていただきまして、その対応を、ぜひお願いを申し上げたいと思う次第でございます。こ

れは質問ではございませんので、お願いということでご理解をいただければと、こんなふ

うに思っております。

それから、２点目でございますけれども、品目横断的経営安定対策の対象とはなってい

ない果樹でございますけれども、冒頭に申し上げましたように、現在も実施をされており

ます果樹経営安定対策というのが、いよいよ平成 年度限りで廃止となるわけでございま18

して、今後は経営安定に果たす果樹共済の役割というのも、これまた従来にも増して重要

になってくるわけでございます。先ほどの資料でもありましたけれども、加入率は低いわ

けでございますけれども、私ども農業共済団体といたしましても、一層の加入促進に努め

ていかなければならんということを切実に感じておるわけでございます。

既に農水省におかれましては、災害収入共済方式の運用改善、あるいは新たな組合員等

、 、の危険段階別の共済掛金率の設定方法の導入などの措置をとっていただきまして 例えば

静岡でございますけれども、こういうものを活用させていただきまして、うんしゅうみか

んのこれまでの 倍の加入率となるというような、非常に大きな効果を上げておるわけで10

ございまして、こうした改善措置について、感謝を申し上げる次第でございます。農業共

済団体としましても、こうした改善いただいた措置というのを踏まえまして、一層この制

度を活用していきたいと、こんなふうにも思っている次第でございます。

また、先ほどのご説明にもありましたけれども、全国的には、これは資料６の８ページ

にもございますように、非常に加入率が低くなっております。中には高い加入率の優秀事

、 、 、例 あるいは組合等もあるわけでございますけれども そうした事例を見てまいりますと

特徴の一つとして、早い時期から加入推進への取組というのがあるわけでございまして、

早い時期からの加入推進のためにも、料率の内示とか告示等の時期を早くしていただけれ

ばと。これはいろいろな作業手順があると思いますけれども、そういう中で今後の料率の

告示までのスケジュールが、もしこの場でお聞かせいただければ大変ありがたいと思う次

第でございます。

なお、農水省におかれましては、今年の６月に果樹の主産９県におきまして、行政ある

、 。いは関係団体も出席しての 果樹共済加入促進に係ります現地説明会の開催を賜りました
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果樹共済の加入推進には、行政、関係団体との連携協力が不可欠でございまして、今後も

引き続き行政と団体が一体となりました普及推進に対するご指導を、ぜひお願い申し上げ

たいと思う次第でございます。

本日のこの算定方式の審議の内容と若干外れた部分があったと思いますけれども、農業

共済制度がいよいよ重要になってまいります。そういう意味におきまして、委員の皆様方

にもご理解をさらに深めていただきたいという思いを込めまして、発言をさせていただき

ました。お許しいただきたいと存じます。ありがとうございました。

○前川部会長 ありがとうございました。何かこちらからございますでしょうか。

○村上保険課長 それでは、私の方からお答えしたいと思います。

まず最初の、大豆やばれいしょの補償割合の引き上げや、そばの共済目的への追加につ

きましては、冒頭、参事官のごあいさつの中でも申し上げましたとおり、 年度予算要求19

の中に盛り込んでおりまして、現在、財政当局と協議を行っているというところでござい

ます。これが実現できるように最大限努力していきたいと考えております。

それから、料率告示のスケジュールでございますが、畑作物共済の中でも、茶や春蚕繭

につきましては、共済責任期間が 月から始まります。またばれいしょも年明けから始ま12

るということで、これらの品目につきましては、本日答申をいただけましたら、その後、

可能な限り早急に都道府県あてに内示を行いまして、 月中旬ごろには告示を行いたいと11

考えております。その他の畑作物共済の品目及び果樹共済につきましては、 月中に内示11

、 、 。を行いまして 来年１月上旬に告示を行いたい そういうスケジュールで考えております

それから、果樹共済についてでございますが、加入率が現在、まだ低い状況でございま

すので、今年の５月に運用改善措置を講じまして、都道府県への通知、それから都道府県

を集めた周知のための会議、さらに主産県への現地キャラバン等も行ったところでござい

ます。今後とも一層、改善措置についてのＰＲに努めて、少しでも加入率向上を図ってい

きたいと考えております。

以上でございます。

○前川部会長 ありがとうございました。

○酒井委員 農業共済の制度は、健全的な維持がぜひ必要だろうと思っております。２点

16 12お聞かせいただきたいのですが 一つは対象品目が果樹の場合には 品目 畑作の場合は、 、

品目です。その品目指定についての背景についてお話をいただきたいと思います。将来的

には、これを増やすのか、減らすのかということです。
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それから、もう一つは、制度維持の中では、モラルの堅持というのがぜひ必要だろうと

思いますが、団体あるいは農家等への指導の現状について、お聞かせいただきたいと思い

ます。

○村上保険課長 それでは、まず１点目の、品目指定を今後どうするのか、増やすのか減

らすのか、ということでございますが、基本的な考え方といたしましては、農業共済の対

、 、象品目は農政上重要な品目であって かつ保険設計が可能な情報収集が終わっているもの

それからさらに引受・損害査定が技術的に可能なもの、こういうものについて、共済の対

象品目とする、こういうのが基本的な立場でございます。

したがいまして、果樹共済、畑作物共済の品目につきましても、一つには現在指定され

ている品目の中でも農政上重要であって、かつ、これまでは引受や損害査定が技術的に難

しいというような問題があった品目であっても、それがある程度技術的に解決された、あ

るいは必要なデータが集まったというものについては、順次指定していきたいと考えてお

ります。 年度予算要求に盛り込んでありますそばの追加も、このような考え方に立って19

いるものでございます。

ただ、逆に、農政上の重要性が減少しているようなものなどが、もしあって、例えば生

産金額が非常に減少してきたとか、そういうものが、もし出てくれば、それはその時点で

、 。共済目的から削除するというようなことも 理論的にはあり得るということでございます

、 。いずれにいたしましても そういう基本方針で対処していきたいということでございます

それから、２点目の「モラル」の問題でございますが……

、 、○酒井委員 制度維持の上でのモラルの堅持というのが 絶対不可欠だろうと思いますが

制度を維持していく中での団体、あるいは農家等への指導の現状につきまして伺います。

○村上保険課長 すみません、それは、いわゆる「モラルハザード」の問題でございます

か。要は不正な共済金請求をする……

○酒井委員 はい。

○村上保険課長 私ども、現状では農業共済につきましては、大きなモラルハザードが起

きているとは考えておりません。まず第一に、制度の仕組み方といたしまして、モラルハ

ザードが起きないように、ある程度の足切割合を設ける。いろいろ引受方式がございます

けれども、共済金の支払機会が多い方式ほど、例えば全相殺より半相殺、半相殺より一筆

方式、これはそれぞれ支払機会が多くなりますので、そういうものは足切割合も大きくす

るというような、そういうモラルハザードが起こりにくい仕組みを設けているところでご
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ざいます。

また実際の損害評価に当たりましても、組合等が、まず現地で悉皆調査を行いまして、

さらに連合会が抜取調査を行って、それのチェックを行う。さらに、国が再保険金を支払

う必要があるようなものにつきましては、国におきましてもチェックを行う、という方式

をとっておりますので、現在までのところ、何かそんな不正な請求があったとか、そうい

う大きなモラルハザードが起こっているとは考えておりません。それなりにちゃんと動い

ているのではないかと考えております。

○酒井委員 ありがとうございました。

あと１点だけ、これは、あくまでも私の感想ですが、先ほどの算定方式を聞かせていた

だきまして、共済目的の種類あるいは対象品目、引受方式、生産地の母集団の構成、ある

いは責任分担、非常に複雑な要因を組み合わせて、恐らくこれは長い間の経験の中から、

それを確認しながら進行してきたと思っております。しかも、この課題は、農業生産とい

うのは国家維持の上で一番不可欠な問題でございます。行政につきまして、現在、省力化

あるいは削減と出ておりますけれども、ぜひともこの制度維持のために、人材あるいは制

度の確保に全力を尽くしていただきたいというのが、私の感想でございます。よろしくお

願いします。

○前川部会長 ありがとうございました。

いかがでしょう。ほかにございますでしょうか。もし、ございませんでしたら、このあ

たりで、本件の審議を終了させていただきたいと思いますが、よろしゅうございましょう

か。

ありがとうございます。

諮問事項の議決

○前川部会長 それでは、諮問事項のⅠ及びⅡの果樹共済の共済掛金標準率の算定方式に

ついてと、畑作物共済の共済掛金標準率の算定方式については、適当と認める旨、議決し

てよろしいでしょうか。

（ 異議なし」の声あり）「

○前川部会長 ありがとうございます。全員、異議なしと認めます。

それでは、食料・農業・農村政策審議会令第９条第２項の規定により、議事の決定に必
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要とされている出席委員の過半数を超えておりますので、本部会は本件につきまして適当

と認める旨議決いたします。

なお、本部会の議決につきましては、食料・農業・農村政策審議会経営分科会における

、 、農業共済部会の設置についての第３条の規定によりまして 分科会の議決とするとともに

食料・農業・農村政策審議会議事規則第９条第１項の規定によりまして、審議会の議決と

みなすこととされておりますので、農林水産大臣に答申いたしたいと思います。どうもあ

りがとうございました。

それでは、本日の予定の調査審議事項はすべて終了いたしましたので、進行を事務局に

お返ししたいと思います。どうもご協力、ありがとうございました。

閉 会

○池田保険数理室長 前川部会長、どうもありがとうございました。

また、委員の皆様方には、お忙しいところ熱心にご議論いただきまして、また応援の言

葉もいただきましてありがとうございました。

その他ということでございますが、連絡事項は特にございませんので、以上をもちまし

て、農業共済部会を閉会させていただきます。

どうも本当にありがとうございました。

午前１１時５０分 閉会


